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１．補正項目 
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補正項目 

補正項目及び補正箇所は下表のとおり。 

補正項目 補正箇所 

Ⅲ－Ⅰ．工事工程表 

Ⅴ．添付書類 

Ⅴ-2 耐震性に関する説明書 

Ⅴ-2-10-1-6-6 緊急用 125Ｖ系蓄電池の耐震性に

ついての計算書 

Ⅴ-2-10-1-7-15 緊急用直流 125V モータコント

ロールセンタの耐震性について

の計算書 

Ⅴ-2-10-1-7-32 非常用無停電計装分電盤の耐震

性についての計算書 

「３．補正前後比較表」による。 

「３．補正前後比較表」による。 

「３．補正前後比較表」による。 

「３．補正前後比較表」による。 
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２．補正を必要とする理由を記載した書類 

 

 

補正を必要とする理由 

 令和 5年 8月 31日付け発室発第 77号にて申請した設計及び工事計画認可申請書につい

て，記載の適正化を行うため，「Ⅲ－Ⅰ．工事工程表」及び「Ⅴ-2 耐震性に関する説明書」

を補正する。 
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３．補正前後比較表 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅲ－Ⅰ．工事工程表】 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（現地工事期間

変 更 に 伴 う 見

直し） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-6-6】緊急用 125V 系蓄電池の耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（類似設備の耐

震計算書を基

に作成したこと

による反映間違

い） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-6-6】緊急用 125V 系蓄電池の耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化

（審査に直接影

響を及ぼさない

記載誤り） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（耐震設計に係

るメーカ設計図

書の転記間違

い） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（類似設備の耐

震計算書を基

に作成したこと

による反映間違

い） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化

（審査に直接影

響を及ぼさない

記載誤り） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（耐震設計に係

るメーカ設計図

書の転記間違

い） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化

（審査に直接影

響を及ぼさない

記載誤り） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-15】緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（耐震設計に係

るメーカ設計図

書の転記間違

い） 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-10-1-7-32】非常用無停電計装分電盤の耐震性についての計算書 

 

変更前（2023 年 8 月 31 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（類似設備の耐

震計算書を基

に作成したこと

による反映間違

い） 
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４．補正内容を反映した書類 
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N
T2
 
変

⑤
 
Ⅲ
－

Ⅰ
 
R1
 

Ⅲ－Ⅰ．工事工程表 

 

年月 

項目 

2023 年度 2024 年度 

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

その他発電用原子炉

の附属施設 

非常用電源設備 

      

 

 

  

その他発電用原子炉

の附属施設 

火災防護設備 

      

 

 

 
 

  ：現地工事期間 

 ：構造，強度及び漏えいに係る検査 

◇ ：機能及び性能に係る検査 

★ ：品質マネジメントシステムに係る検査 

注記 ＊：検査時期は，工事の計画の進捗により変更になる可能性がある。 

■ 
◇ 

★ 

◇ 

★ ＊ 

■ 

★ 

＊ ■ 

■ 

★ 

＊ 

＊ 

＊ ＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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Ⅴ．添付書類 
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目次 

 

Ⅴ-2 耐震性に関する説明書 

Ⅴ-2-10-1-6-6 緊急用 125Ｖ系蓄電池の耐震性についての計算書 

Ⅴ-2-10-1-7-15 緊急用直流 125V モータコントロールセンタの耐震性についての計算書 

Ⅴ-2-10-1-7-32 非常用無停電計装分電盤の耐震性についての計算書 

 

 

18



  

 

 

Ⅴ-2-10-1-6-6 緊急用 125V 系蓄電池の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，緊急用 125V 系蓄電池が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを説明するものである。 

緊急用 125V 系蓄電池は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき

評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

緊急用 125V 系蓄電池の構造計画について，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号

にて認可された工事の計画（以下「既工事計画」という。）から変更はない。 

 

3. 固有周期 

 3.1 固有周期の算出方法 

   固有周期の算出方法について，既工事計画から変更はない。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

構造強度評価方法について，既工事計画から変更はない。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用 125V 系蓄電池の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備としての評

価に用いるものについて，既工事計画から変更はない。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用 125V 系蓄電池の許容応力は，既工事計画から変更はない。 

 

  4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

     緊急用 125V 系蓄電池の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備として

の評価に用いるものについて，既工事計画から変更はない。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用 125V 系蓄電池の電気的機能維持評価について，既工事計画から変更はない。 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

   緊急用 125V 系蓄電池の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

   (1) 構造強度評価結果 

      構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

   (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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Ⅴ-2-10-1-7-15 緊急用直流 125V モータコントロールセンタの 

耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，緊急用直流 125V モータコントロールセンタが設計用地震力に対して十

分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構

造強度評価を示す。 

 

表 1-1 緊急用直流 125V モータコントロールセンタの構成 

系統 盤名称 個数 

緊急用直流 125V モータコントロール 

センタ 

緊急用直流 125V モータコントロール

センタ(1) 

1 

緊急用直流 125V モータコントロール

センタ(2) 

1 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき

評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

   固有周期の算出方法について，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可され

た工事の計画（以下「既工事計画」という。）から変更はない。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

構造強度評価方法について，既工事計画から変更はない。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重

大事故等対処設備としての評価に用いるものについて，既工事計画から変更はない。 

 

4.2.2 許容応力 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの許容応力は，既工事計画から変更はない。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの使用材料の許容応力評価条件のうち重大

事故等対処設備としての評価に用いるものについて，既工事計画から変更はない。 

 

5. 機能維持評価  

5.1 電気的機能維持評価方法 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの電気的機能維持評価について，既工事計画から

変更はない。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ⅴ-2-10-1-7-32 非常用無停電計装分電盤の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，非常用無停電計装分電盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用無停電計装分電盤は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価は工事計画対象外であるため省略

し，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

非常用無停電計装分電盤の構造計画について，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第

1810181 号にて認可された工事の計画（以下「既工事計画」という。）から変更はない。 

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出方法 

   固有周期の算出方法について，既工事計画から変更はない。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

構造強度評価方法について，既工事計画から変更はない。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用無停電計装分電盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものについて，既工事計画から変更はない。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用無停電計装分電盤の許容応力は，既工事計画から変更はない。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用無停電計装分電盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備とし

ての評価に用いるものについて既工事計画から変更はない。
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用無停電計装分電盤の電気的機能維持評価について，既工事計画から変更はない。 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用無停電計装分電盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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